
＜適時開示体制の概要（模式図）＞ 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

以 上 
 

資料作成部門 
適時開示判断票提出部門 情報開示担当役員が指定した部門 

開示手続部門 

財務部 総務部 

適時開示 法定開示 

東京証券取引所スタンダード

（TDnet） 
関東財務局（EDINET） 

任意開示（PR 情報として積極開示） 

東京証券取引所スタンダード

（TDnet） 

適時開示の判定 
判定者 

情報開示担当役員：管理本部長 

決裁機関 

社長室 

1 次判断者（総務部長） 
2 次判断者（財務部長） 

情報開示判断者 

情報開示事務局（総務部） 
 

適時開示ではない 適時開示である 
決定事実の場合 

適時開示である 
発生事実の場合 

任意開示として開示可能 

国内関係会社 

営業本部 
営業部門 

管理本部／総務・人事本部 
管理部門 

海外関係会社 


